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      第１章 総則 

  （目的） 

第１条 この条例は、景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）の施行に

関必要な事項及び良好な都市景観の形成に関し必要な事項を定めることにより、良好な

都市景観の保全、育成及び創造を図り、もって魅力あふれる快適な都市の実現に寄与す

ることを目的とする。 

  （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 一 都市景観の形成 固有の自然、歴史、文化等を有する都市である川越の景観を保全

し、育成し、又は創造することをいう。 

  二 建築物 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第一号に規定する建築物

をいう。 

  三 建築面積 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第２条第１項第二号に

規定する建築面積をいう。 

  四 建築物の高さ 地盤面（建築基準法施行令第２条第２項に規定する地盤面をいう。

次号及び第７条第四号ハにおいて同じ。）から当該建築物（建築物に設けられる手すり

を含む。）の最高の部分までの高さをいう。 

  五 工作物の高さ 地盤面から当該工作物（建築物を除き、当該工作物に設けられる設

備及び機器を含む。）の最高の部分までの高さをいう。 

  六 屋外広告物 屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第２条第１項に規定する

屋外広告物をいう。 

 

      第２章 景観法に基づく景観計画等 

        第１節 景観計画の策定等 

  （景観計画の策定等の手続） 

第３条 市長は、法第８条第１項に規定する景観計画（以下「景観計画」という。）を策定

し、又は変更しようとするときは、法第９条に規定する手続を行うほか、あらかじめ、

第２４条第１項に規定する川越市都市景観審議会の意見を聴かなければならない。 



  （景観計画の提案に係る一団の土地の区域の規模） 

第４条 景観法施行令（平成１６年政令第３９８号）第７条ただし書の規定により条例で

定める規模は、法第６１条第１項に規定する景観地区並びに法第８１条第１項及び第９

０条第１項に規定する景観協定に係る土地の区域内に限り、０．３ヘクタールとする。 

  （景観計画の策定等の提案をすることができる団体） 

第５条 法第１１条第２項に規定する条例で定める団体は、第１９条第１項に規定する都

市景観推進団体とする。 

        第２節 行為の規制等 

  （届出を要する行為等） 

第６条 法第１６条第１項第四号に規定する条例で定める行為は、第１６条第１項に規定

する都市景観形成地域内における木竹の伐採とする。 

２ 法第１６条第１項第四号に係る同項の規定による届出は、次項に規定する事項を記載

した届出書に規則で定める図書を添付して行わなければならない。 

３ 第１項に規定する行為に係る法第１６条第１項に規定する条例で定める事項は、当該

行為をしようとする者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称及び主

たる事務所の所在地）並びに行為の完了予定日とする。 

４ 法第１６条第２項に規定する条例で定める事項は、設計又は施行方法のうち、その変

更により第１項に規定する行為が法第１６条第７項各号に掲げる行為に該当すること

となるもの以外のものとする。 

５ 景観法施行規則（平成１６年国土交通省令第１００号）第１条第２項第四号に規定す

る条例で定める図書は、建築物の平面図その他の規則で定める図書とする。 

６ 法第１６条第１項の規定による届出をした者は、当該届出に係る行為を完了し、又は

中止したときは、規則で定めるところにより、遅滞なく、その旨を市長に届け出なけれ

ばならない。 

  （届出を要しない行為） 

第７条 法第１６条第７項第１１号に規定する条例で定める行為は、次に掲げる行為とす

る。 

  一 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で規則で定めるもの 

  二 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１２項に規定する開発行為 

  三 第１６条第１項に規定する都市景観形成地域内における建築物の新築、増築、改築

若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色彩の変更（以下

「建築等」という。）又は工作物（建築物を除く。以下同じ。）の新設、増築、改築若

しくは移転、外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色彩の変更（以下「建

設等」という。）で、次のいずれにも該当しないもの 

    イ 建築物の新築、増築、改築若しくは移転又は当該建築物の屋根若しくは外壁のそ

れぞれの過半について行う修繕、模様替若しくは色彩の変更 

    ロ 工作物の新設、増築、改築若しくは移転又は当該工作物の外観の過半について行

う修繕、模様替若しくは色彩の変更 

  四 景観計画の区域（第１６条第１項に規定する都市景観形成地域を除く。）内における

建築物の建築等又は工作物の建設等で、次のいずれにも該当しないもの 



    イ 建築物の高さが１５メートルを超え、又は建築面積が１，０００平方メートルを

超える建築物（ニにおいて「大規模建築物」という。）の建築等（前号イに掲げる行

為に限る。ニにおいて同じ。） 

    ロ 工作物の高さが１５メートルを超える工作物（ニにおいて「大規模工作物」とい

う。）の建設等（前号ロに掲げる行為に限る。ハ及びニにおいて同じ。） 

    ハ 工作物が、建築物に定着し、又は継続して設けられる場合にあっては、地盤面か

ら当該工作物の最高の部分までの高さが１５メートルを超える工作物の建設等 

    ニ 増築後に大規模建築物又は大規模工作物となる建築等又は建設等 

  五 木竹の伐採のうち、次のいずれにも該当しないもの 

    イ 高さ１０メートルを超える木竹の伐採 

    ロ １．５メートルの高さにおける幹の周囲が一メートルを超える木竹の伐採 

  （特定届出対象行為） 

第８条 法第１７条第１項に規定する特定届出対象行為は、法第１６条第１項第一号又は

第二号に掲げる行為（同条第７項各号に掲げる行為を除く。）とする。 

        第３節 景観重要建造物の指定等 

  （景観重要建造物の指定等の手続） 

第９条 市長は、法第１９条第１項の規定により、同項の景観重要建造物（以下「景観重

要建造物」という。）を指定しようとするときは、同条第２項に規定する手続を行うほか、

あらかじめ、第２４条第１項に規定する川越市都市景観審議会の意見を聴くものとする。 

２ 市長は、法第１９条第１項の規定による指定をしたときは、これを告示するものとす

る。 

３ 前２項の規定は、法第２７条第１項及び第２項の規定による指定の解除について準用

する。 

  （景観重要建造物の管理の方法の基準） 

第１０条 法第２５条第２項の規定により条例で定める景観重要建造物の管理の方法の基

準は、次のとおりとする。 

  一 景観重要建造物の外観の保全に努めるとともに、その敷地、構造及び建築設備等の

状況を定期的に点検すること。 

  二 火災の発生を防止するため必要な措置を講ずるとともに、消火器その他の防災上必

要な設備を備えること。 

  （景観重要樹木の指定等の手続） 

第１１条 市長は、法第２８条第１項の規定により、同項の景観重要樹木（以下「景観重

要樹木」という。）を指定しようとするときは、同条第２項に規定する手続を行うほか、

あらかじめ、第２４条第１項に規定する川越市都市景観審議会の意見を聴くものとする。 

２ 市長は、法第２８条第１項の規定による指定をしたときは、これを告示するものとす

る。 

３ 前２項の規定は、法第３５条第１項及び第２項の規定による指定の解除について準用

する。 

  （景観重要樹木の管理の方法の基準） 

第１２条 法第３３条第２項の規定により条例で定める景観重要樹木の管理の方法の基準



は、次のとおりとする。 

  一 枝打ち、整枝、病害虫の防除その他の景観重要樹木の保全のため必要な管理を行う

こと。 

  二 景観重要樹木の滅失又は枯死を防ぐための必要な措置を講ずること。 

  （景観地区の指定） 

第１３条 市長は、法第６１条第１項に規定する景観地区を都市計画（都市計画法第４条

第１項に規定する都市計画をいう。）に定めようとするときは、あらかじめ、第２４条第

１項に規定する川越市都市景観審議会の意見を聴かなければならない。 

  （景観協定の認可等の手続） 

第１４条 法第８１条第４項又は第９０条第１項に規定する市長の認可を受けようとする

者は、規則で定めるところにより、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、法第８３条第１項又は第９０条第２項の規定により景観協定を認可しようと

するときは、あらかじめ、第２４条第１項に規定する川越市都市景観審議会の意見を聴

くものとする。 

３ 前２項の規定は、法第８４条第１項の規定による景観協定において定めた事項の変更

の認可及び法第８８条第１項の規定による景観協定の廃止の認可について準用する。 

  （景観整備機構） 

第１５条 法第９２条第１項に規定する景観整備機構の指定を受けようとする者は、規則

で定めるところにより、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、法第９２条第１項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ、第

２４条第１項に規定する川越市都市景観審議会の意見を聴くものとする。 

 

      第３章 良好な都市景観の形成に関する施策等 

  （都市景観形成地域の指定等） 

第１６条 市長は、景観計画の区域内における一定の土地の区域において、良好な都市景

観の形成を重点的に図る必要があるものを都市景観形成地域として指定することがで

きる。 

２ 市長は、都市景観形成地域を指定しようとするときは、あらかじめ、第２４条第１項

に規定する川越市都市景観審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 市長は、都市景観形成地域を指定したときは、これを告示しなければならない。 

４ 前２項の規定は、都市景観形成地域の変更又は廃止について準用する。 

  （都市景観形成計画の策定等） 

第１７条 市長は、都市景観形成地域を指定したときは、次に掲げる事項を定めた都市景

観形成計画を策定するものとする。 

  一 名称 

  二 位置及び区域 

  三 良好な都市景観の形成のための方針 

  四 良好な都市景観の形成のための行為の制限に関する基準 

２ 市長は、都市景観形成計画を策定しようとするときは、あらかじめ、第２４条第１項

に規定する川越市都市景観審議会の意見を聴かなければならない。 



３ 市長は、都市景観形成計画を策定したときは、これを告示しなければならない。 

４ 前二項の規定は、都市景観形成計画の変更又は廃止について準用する。 

 （建築物の除却等の届出） 

第１８条 第１６条第１項に規定する都市景観形成地域内において、次に掲げる行為をし

ようとする者は、あらかじめ、規則で定めるところにより、その内容を市長に届け出な

ければならない。 

  一 建築物及び工作物の除却 

  二 屋外広告物の表示、移転又はその内容の変更 

２ 前項の規定による届出をした者は、その届出に係る事項のうち、規則で定める事項を

変更しようとするときは、あらかじめ、その旨を市長に届け出なければならない。 

３ 次に掲げる行為については、前２項の規定は、適用しない。 

  一 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で規則で定めるもの 

  二 非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

  三 国の機関又は地方公共団体が行う行為 

  四 景観重要建造物について行う行為 

  五 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第１４３条第１項の伝統的建造物群保

存地区内における行為 

  六 その他規則で定める行為 

  （都市景観推進団体の指定等） 

第１９条 市長は、都市景観形成地域内において市と協働して次条各号に掲げる活動を行

う団体であって、次に掲げる基準のいずれにも適合するものを、その申請により、都市

景観推進団体（以下「推進団体」という。）として指定することができる。 

  一 次に掲げる事項に関する規約を定めていること。 

    イ 目的 

    ロ 名称 

    ハ 活動区域 

    ニ 事務所の所在地 

    ホ 団体の構成員に関する事項 

    へ 代表者に関する事項 

    ト その他規則で定める事項 

  二 推進団体の構成員のうち当該推進団体の活動区域内に住所を有する者及び同区域内

において事業を営む者の合計の人数が１０人以上であること。 

２ 市長は、前項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ、第２４条第１項

に規定する川越市都市景観審議会の意見を聴くものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による指定をしたときは、第１項第一号ロ及びハに掲げる事項

を告示するものとする。 

４ 推進団体は、第１項第一号の規約を変更したときは、規則で定めるところにより、遅

滞なく、その旨を市長に届け出なければならない。 

５ 市長は、前項の規定による届出があった場合において、当該届出に係る事項が第１項

第一号ロ又はハに該当するときは、これを告示するものとする。 



６ 市長は、推進団体が第１項各号に掲げる基準のいずれかを欠くに至ったとき又は推進

団体として適当でなくなったと認めるときは、その指定を取り消すことができる。 

  （推進団体の活動） 

第２０条 推進団体は、次に掲げる活動を行うものとする。 

  一 都市景観形成地域の特性に応じた良好な都市景観の形成に関する調査研究並びに当

該推進団体の活動区域内の住民の関心及び理解を深めるための啓発活動を行うこと。 

  二 当該推進団体の活動区域内において建築物の新築、増築及び改築に係る法第１６条

第１項及び第２項の規定による届出をしようとする者に対し、当該都市景観形成地域

に係る良好な都市景観の形成のために必要な意見を述べること。 

  三 前二号に掲げるもののほか、当該推進団体の活動区域内における良好な都市景観の

形成のために必要な活動を行うこと。 

  （推進団体からの意見の聴取） 

第２１条 市長は、推進団体の活動区域内において、建築物の新築、増築及び改築に係る

法第１６条第１項及び第２項の規定による届出をしようとする者に対し、当該届出の前

に、当該届出に係る行為について当該推進団体に意見を聴くことを求めることができる。 

  （表彰） 

第２２条 市長は、特に良好な都市景観の形成を図り、地域の個性及び特色の伸長に資す

ると認められる建築物、工作物又は屋外広告物について、その所有者、設計者、施工者

等を表彰することができる。 

２ 市長は、前項の規定によるもののほか、特に良好な都市景観の形成に関する啓発、知

識の普及等に貢献していると認められる個人又は団体を表彰することができる。 

３ 市長は、前二項の規定による表彰をしようとするときは、あらかじめ、第２４条第１

項に規定する川越市都市景観審議会の意見を聴くものとする。 

  （良好な都市景観の形成に係る支援） 

第２３条 市長は、景観重要建造物又は景観重要樹木の所有者又は使用及び収益を目的と

する権利（一時使用のために設定されたことが明らかなものを除く。）を有する者に対し、

その保存のための技術上の支援を行い、又はその保存に要する費用の一部を補助するこ

とができる。 

２ 市長は、推進団体に対し、必要に応じて良好な都市景観の形成に関する専門家の派遣

その他の技術上の支援を行うことができる。 

３ 市長は、前２項に定めるもののほか、良好な都市景観の形成に寄与すると認められる

行為をしようとする者に対し、必要な支援を行うことができる。 

  （川越市都市景観審議会） 

第２４条 この条例及び川越市屋外広告物条例（平成１４年条例第４１号）の規定により

その権限に属させられた事項を処理するほか、市長の諮問に応じ、良好な都市景観の形

成に関する重要事項を調査審議するため、川越市都市景観審議会（以下「審議会」とい

う。）を置く。 

２ 審議会は、委員１８人以内で組織する。 

３ 委員は、市民の代表者及び学識経験者のうちから市長が委嘱する。 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 



５ 委員は、再任されることができる。 

６ 次に掲げる事項を調査審議するため必要があるときは、審議会に部会及び専門委員を

置くことができる。 

  一 第２２条第３項の意見に関する事項 

  二 前号に掲げるもののほか、審議会が部会において調査審議することが適当であると

認める事項 

７ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 

８ 審議会は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とすることが

できる。 

９ 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験を有する者のうちから、市長が委嘱する。 

10 専門委員は、その者の委嘱に係る調査審議が終了したときは、解任されるものとする。 

11 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

      第４章 雑則 

  （助言及び指導） 

第２５条 市長は、法第１６条第１項各号及びこの条例第１８条第１項各号に掲げる行為

を行う者に対して、必要な限度において、助言及び指導を行うことができる。 

  （委任） 

第２６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

      附 則 

  （施行期日） 

１ この条例は、平成２６年７月１日から施行する。ただし、第３条及び第２４条並びに

附則第６項の規定は、公布の日から施行する。 

  （川越市都市景観条例の廃止） 

２ 川越市都市景観条例（昭和６３年条例第２１号。以下「旧条例」という。）は、廃止す

る。 

  （経過措置） 

３ この条例の施行の際現に旧条例第８条第１項の規定により指定されている都市景観形

成地域は、第１６条第１項の規定により指定された都市景観形成地域とみなす。 

４ この条例の施行の日前にされた旧条例第１１条第１項の規定による届出に対する旧条

例第１２条第１項の規定による助言又は指導及び旧条例第１５条の規定による届出に

対する旧条例第１７条第１項の規定による助言又は指導については、なお従前の例によ

る。 

５ この条例の施行の際現に旧条例第２０条第１項の規定により指定されている同項に規

定する都市景観重要建築物及び都市景観重要工作物が法第１９条第１項の規定により

景観重要建造物に指定されるまでの間は、当該都市景観重要建築物及び都市景観重要工

作物に関しては、旧条例第２０条第４項、第２１条及び第２３条の規定は、この条例の

施行後も、なおその効力を有する。 

６ 附則第１項ただし書に規定する規定の施行の際現に旧条例第２５条第２項の規定によ



り委嘱されている委員は、附則第１項ただし書に規定する規定の施行の日に第２４条第

３項の規定により委嘱されたものとみなす。この場合において、その委嘱されたものと

みなされた委員の任期は、同条第４項の規定にかかわらず、旧条例第２５条第２項の規

定により委嘱された委員としての任期の残任期間とする。 

  （川越市屋外広告物条例の一部改正） 

７ 川越市屋外広告物条例の一部を次のように改正する。 

    第３条第七号中「川越市都市景観条例（昭和６３年条例第２１号）第８条第１項」を

「川越市都市景観条例（平成２６年条例第１７号）第１６条第１項」に改める。 

    第１０条第２項中「第２５条」を「第２４条第１項」に改める。 

 


